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常態化する米中対立で進むデカップリング 
－懸念される日本企業への影響－ 

 

関 志雄 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. トランプ政権の時代から始まった米中経済対立は、バイデン政権になってから

も続いている。米国は、対中「デカップリング」（分断）を目指しており、主

な手段として、①貿易規制の強化、②対内・対外直接投資への規制強化、③通

信業を対象とする規制強化、④半導体関連の対中輸出規制の強化、⑤金融分野

への規制強化、⑥産業政策の強化、⑦同盟国との提携強化を進めている。 
2. 米国の攻勢に対して、守勢に立たされる中国は、長期戦に備えて、①貿易規

制の強化、②対内直接投資への規制強化、③サイバーセキュリティとデータ

セキュリティの強化、④制裁に対応するための法整備、⑤輸出市場の分散化

と「一帯一路」構想の推進、⑥産業政策と「双循環戦略」の推進に取り組ん

でいる。 
3. 米中のデカップリングを象徴するように、中国は、米国にとって最大の貿易相

手国から、メキシコとカナダに次ぐ第三位に落ち込んでおり、対米直接投資も

大幅に減少している。日本が米国に同調して中国けん制に積極的に乗り出した

ため、日中デカップリングの兆候も現れ始めている。 
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Ⅰ はじめに 

2018 年に貿易摩擦から始まった米中経済対立は、その後、拡大と深化の一途を辿って

いる。両国とも、それへの対応を経済安全保障上の最優先課題として位置付けており、総

合的対策を講じている。一方、日本は米国と同調して、経済安全保障の強化を通じ、中国

をけん制しようとしている。 

中国が欧米と異なる政治経済体制を維持しながら、経済大国として台頭してきたことを

背景に、2017 年に誕生した米トランプ政権は、対中政策を「関与」から「デカップリン

グ」（分断）に転換した。関与政策の下では、米国は中国の経済発展を支援し、これを通

じて中国の政治体制を変えていくことを目指したが、デカップリング政策の下では、中国

をけん制するために、米国は両国間の経済交流を制限する。このスタンスは、2021 年に

誕生したバイデン政権にも受け継がれている。 

バイデン政権は、2022 年に発表した「国家安全保障戦略」において、中国を「世界秩

序を再編する意図と、それを成し遂げるための経済・外交・軍事・技術力とを併せ持つ唯

一の競争相手」であると位置付けている1。重要な技術やサプライチェーンを支配するな

ど、米国の経済安全保障に脅威を与える存在になった中国に対抗するために、同盟国や

パートナーと協力しながら、貿易・投資などを規制することを通じて先端技術の中国への

流出を止めなければならないと主張している2。 

米国の攻勢に対して、守勢に立たされる中国は持久戦に備える体制を整えつつある。具

体的には、相応の報復措置を取りながら、大国の優位性を生かして、「国内循環を主体と

し、国内と国際の二つの循環が相互に促進する」という「双循環戦略」を進めている。 

米中経済対立が常態化する中で、両国のデカップリング傾向は鮮明になってきている。

その影響は、当事者双方にとどまらず、サプライチェーンの分断に加え、国際貿易や投資

の鈍化などを通じて、第三国にも及んでいる。特に、日本は、経済安全保障政策において

同盟国である米国と同調するため、中国とのデカップリングが避けられないだろう。 

 

Ⅱ 攻勢をかける米国 

米国は、中国をけん制するために、対中制裁を実施するとともに、先端技術の中国への

流出防止と産業政策の強化を中心に、経済安全保障の強化に取り組んでいる。 

 

 
1  The White House, “National Security Strategy,” October 12, 2022. 
2  サリバン大統領補佐官（国家安全保障問題担当）は、2022 年の「国家安全保障戦略」の発表に合わせた記者

会見において、バイデン政権の対中デカップリング政策の方針を、「小さな庭、高いフェンス（small yard, 
high fence）」に例え、守るべき先端技術を、中国と競争する重要な分野に絞る一方で、それらが中国に渡ら

ないよう、厳格に管理すると説明している（Jake Sullivan, “Remarks by National Security Advisor Jake Sullivan on 
the Biden-Harris Administration’s National Security Strategy,” Speeches and Remarks, The White House, October 12, 
2022.）。 



常態化する米中対立で進むデカップリング －懸念される日本企業への影響－ 

 

 79

１．貿易規制の強化 

米国は、輸入と輸出の両面において、中国との貿易を制限している。 

輸入の面では、まず、トランプ政権は 2018 年 3 月 22 日に、「1974 年通商法 301 条」に

基づく追加関税の実施を中心とする対中制裁措置の発動を決定した3。2018 年 7 月から

2019 年にかけて、米国は段階的に追加関税（最大 25％）の適用範囲を対中輸入の約 3 分

の 2（金額ベース、2017 年の実績に基づいた計算）に拡大した。その結果、対中輸入の平

均関税率は、それまでの 3.8％からピーク時には 21.0％に上昇した。2020 年 1 月 15 日に第

一段階の「米中経済・貿易協定」が署名されたことを受けて対中追加関税の一部の税率が

引き下げられたが、バイデン政権になってから 2 年以上経った今も、対中輸入の平均関税

率は依然として 19.3％と、中国以外の国・地域に適用される関税率（平均 3.0％）を大き

く上回っている（図表 1）。 

また、米国は人権侵害や強制労働を理由に一部の中国製品の輸入を規制している。具体

的に、中国の新疆ウイグル自治区で生産された製品の輸入を原則禁止する法律「ウイグル

強制労働防止法」が 2021 年 12 月 23 日に成立し、それに基づく輸入禁止措置が 2022 年 6

月 21 日から実施された。それにより、ウイグル産品を輸入しようとする場合には、輸入

業者は、対象製品が強制労働と関係ないことの立証責任を負うようになった。また、新疆

 
3  Donald J. Trump, “Presidential Memorandum on the Actions by the United States Related to the Section 301 Investigation,” 

Presidential Memoranda, The White House, March 22, 2018. 

図表 1 米国の対中輸入に適用する関税率の推移 

－対中国以外の国・地域との比較－ 

 

（出所） Chad P. Bown, “US-China Trade War Tariffs: An Up-to-Date Chart,” 
Peterson Institute for International Economics, April 6, 2023 より野
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ウイグル自治区が関わる原材料や部品が含まれる第三国の製品も、輸入禁止措置の対象と

なった。 

一方、対中輸出管理は、主に輸出品目規制とエンドユーザー規制に大別できる。 

輸出品目規制は。米国輸出管理規則（EAR）を中心に行われる。EAR は、軍事用とし

ても非軍事用としても利用可能な「デュアルユース品目」と呼ばれる商用製品の輸出に適

用される規則で、米商務省産業安全保障局（Bureau of Industry and Security: BIS）が管理・

規制の執行を管轄している。2018 年 8 月には、「2018 年輸出管理改革法（ECRA）」が

「2019 会計年度国防権限法」の一部として成立し、輸出管理を強化することとなった。

具体的には、それまでの輸出管理では捕捉できていない「新興・基盤技術」も管理対象と

なる。当該技術の米国からの直接輸出だけでなく、第三国を介した輸出（再輸出）も、

BIS の許可が必要になる。 

また、米国における輸出のエンドユーザー規制は、BIS が発行している、米国の国家安

全保障・外交政策上の利益に反する者や、大量破壊兵器（WMD）拡散懸念者などが掲載

されるエンティティ・リストを中心に行われている。同リストに掲載されたエンティティ

に、一部の米国産技術など特定の品目を輸出または移転する場合には、BIS に許可申請を

行わなければならない。米中貿易摩擦がエスカレートする中で、中国の通信機器大手であ

る華為技術（ファーウェイ）のほか、軍民融合政策または新疆ウイグル自治区での人権侵

害への関与が疑われる多くの中国企業がこのリストに掲載され、米国による輸出制限の対

象となった4。 

 

２．対内・対外直接投資への規制強化 

米国政府は、対内・対外直接投資を制限することが、中国への技術流出を防ぐ有効な手

段であると考えている。 

「2019 会計年度国防権限法」に盛り込まれた「2018 年外国投資リスク審査近代化法

（FIRRMA）」は、対米外国投資委員会（CFIUS）の権限を強化し、重要な技術や産業基

盤を持つ米国企業への外国企業による投資に適用される規制を強化した。同法の実施によ

り、従来の米国企業を「支配する」外国企業による投資に加え、重要技術・重要インフ

ラ・機密性の高いデータを持つ米国企業に対する非受動的投資（少額出資でも米国企業が

保有する非公開の技術情報へのアクセスが可能であったり、取締役会に参加・関与したり

するといった条件を満たすような投資）も審査対象になった。 

一方、近年、米国では、米国企業による対中投資を制限すべきであるという世論が高

まっている。まず、2021 年 11 月に発表された米連邦議会の諮問委員会である米中経済・

 
4  2018 年 1 月から 2022 年 3 月にかけて、エンティティ・リストに掲載されている中国（香港を含む）企業の数

は、130 社から 532 社に増え、リスト全体に占めるシェアも 16.5％から 40.8％に上昇した（Jon Bateman, “U.S.-
China Technological ‘Decoupling’: A Strategy and Policy Framework,” Carnegie Endowment for International Peace, April 
25, 2022）。 
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安全保障調査委員会の年次報告書で、対外投資規制が提言されている5。また、2022 年 6

月に米上院・下院の超党派議員グループが合意した「国家重要能力防衛法」（修正案）に

は、中国を含む指定された「懸念国」への投資などの取引について、国家安全保障を理由

に対外取引を審査し、場合によってはかかる取引を禁止するための省庁間委員会を新たに

設置するという条項が盛り込まれている6。さらに、2023 年 3 月に、バイデン政権は、米

中間の競争が激化する中で米国の技術的優位性を守るための新しい措置として、中国の一

部セクターへの米国からの投資を禁止する大統領令を準備していると伝えられている7。 

 

３．通信業を対象とする規制強化 

米国は、個人情報や機密情報の漏洩を防ぐことを理由に、中国の通信関連企業を排除し

ようと、規制を強めている。中国の「国家情報法」では「いかなる組織及び国民も、法に

基づき国家情報活動に対する支持、援助及び協力を行われなければならない」と定められ

ている。これを根拠に、米国は、中国の通信機器企業と通信事業者が、中国国外でビジネ

スを行う場合でも、中国の公安機関と国家安全機関に協力することを強制されており、そ

の機器やサービスを利用する外国や企業にセキュリティ上の脆弱性をもたらしていると主

張している8。通信機器企業への規制は輸入製品を対象としているが、通信事業者への規制

は米国において提供するサービスを対象としているため、実質上直接投資への制限となる。 

「2019会計年度国防権限法」に、中国企業 5社の通信機器などの政府調達を禁止する条

項が盛り込まれた。対象企業（関連会社を含む）と製品は、①ファーウェイと中興通訊

（ZTE）製の通信機器、②海能達通信（ハイテラ）、杭州海康威視数字技術（ハイクビ

ジョン）、浙江大華技術（ダーファ・テクノロジー）製のセキュリティ用のビデオ監視・

通信機器である。禁止措置は、二段階に分けて実施された。まず、第一段階に当たる

2019年 8月以降、これら製品・サービスを主要な部品または重要なテクノロジーとしてい

る通信機器・サービスの政府による調達、取得、使用、契約および契約延長・更新を禁止

する。第二段階に当たる 2020 年 8 月以降は、これら製品・サービスを主要な部品または

重要なテクノロジーとしている通信機器・サービスを利用している企業などと政府との契

約および契約延長・更新を禁止する。 

また、2020 年 3 月 12 日に成立した「安全で信頼できる通信ネットワーク法」は、米国

の通信企業が国家安全保障上の脅威をもたらす企業からの機器の購入に連邦資金を使用す

ることを禁じるとともに、米連邦通信委員会（FCC）に当該機器・サービスを特定したリ

ストを公表することを義務付けた。このリストには、すでに「2019 会計年度国防権限法」

で政府の調達対象から外された 5 社（2021 年 3 月 12 日に掲載）の機器に加え、通信事業

 
5  U.S.-China Economic and Security Review Commission, 2021 Report to Congress, November 2021. 
6  Kate O’Keeffe, Natalie Andrews, and Heather Somerville, “Lawmakers Make Bipartisan Push for New Government Powers 

to Block U.S. Investments in China,” The Wall Street Journal, June 14, 2022. 
7  Andrew Duehren, “U.S. Prepares New Rules on Investment in China,” The Wall Street Journal, March 3, 2023. 
8  The White House, “United States Strategic Approach to the People's Republic of China,” May 26, 2020. 
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者である中国電信（チャイナ・テレコム）アメリカス（2022 年 3 月 25 日に掲載）、中国

移動（チャイナ・モバイル）インターナショナル USA（同）、中国聯合網絡通信（チャ

イナ・ユニコム）アメリカス（2022 年 9 月 20 日掲載）、パシフィック・ネットワークス

と全額出資子会社のコムネット（同）のサービスも含まれている9。これと並行して、

FCC は、2019 年 5 月にチャイナ・モバイルの事業免許申請を却下したことに続き、2021

年 10 月にチャイナ・テレコム、2022 年 1 月にチャイナ・ユニコム、2022 年 3 月にパシ

フィック・ネットワークスとコムネットの事業免許を取り消した10。 

さらに、2021 年 11 月 11 日に「2021 年 安全機器法」が成立し、その規定に従い、FCC

は 2022 年 11 月 25 日に、国家安全保障上の脅威となり得る通信機器について、米国内へ

の輸入や販売に関する認証を禁止する行政命令を発表した。その対象には、ファーウェイ

と ZTE が製造または提供する通信機器や監視カメラのほか、ハイテラ、ハイクビジョン、

ダーファ・テクノロジーが製造または提供する監視カメラや通信機器のうち、国家安全保

障上の用途となるものも含まれている。 

 

４．半導体関連の対中輸出規制の強化 

軍事や航空宇宙、コンピューターなど、国家安全保障に深くかかわる分野における半導

体の重要性に鑑み、米国は中国に対し、半導体の技術と製造装置へのアクセス制限を強化

している。 

まず、BISは 2020 年 12月 18 日に、中国最大の半導体メーカーである中芯国際集成電路

製造（SMIC）をエンティティ・リストに載せ、10 ナノメートル（nm）以下の半導体が製

造可能な装置の大半について、許可を得ず販売することを禁止した。それに続き、2022

年 7 月には、制限の対象を 14nm 以下の半導体が製造可能な装置のすべての中国向け輸出

にまで拡大した11。 

また、BIS は 2022 年 8 月 15 日に、通常兵器及び関連汎用品・技術の輸出管理に関する

ワッセナー・アレンジメントの 2021 年総会で合意された内容に基づき、一部の半導体関

連の技術などを輸出管理対象に加えた12。 

さらに、BIS は 2022 年 10 月 7 日に、先端半導体技術の対中輸出に関する多数の規制措

置を発表した13。中国のスーパーコンピューターの開発や、集積回路の開発・生産のため

 
9  Federal Communications Commission, “List of Equipment and Services Covered by Section 2 of the Secure Networks Act,” 

September 20, 2022. 
10  FCC は 2023 年 4 月 20 日に、国家安全保障上のリスクのある通信機器やサービスを排除するために、中国企業

を念頭に、米国で営業の認可を受けている海外の通信業者に定期的に再審査を受けることを義務付けると発表

した（Federal Communications Commission, “FCC Looks to Implement Periodic National Security Reviews of 
International Telecommunications Authorizations,” April 20, 2023）。 

11  Debby Wu, Ian King and Jenny Leonard, “US Quietly Tightens Grip on Exports of Chipmaking Gear to China,” Bloomberg, 
July 30, 2022. 

12  Bureau of Industry and Security, Department of Commerce, “Implementation of Certain 2021 Wassenaar Arrangement 
Decisions on Four Section 1758 Technologies,” Federal Register, August 15, 2022. 

13  Bureau of Industry and Security, Department of Commerce, “Commerce Implements New Export Controls on Advanced 
Computing and Semiconductor Manufacturing Items to the People’s Republic of China (PRC),” October 7, 2022. 
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の半導体・製造装置だけでなく、米国市民が中国国内で先端ノウハウを提供するサービス

も原則輸出禁止の対象となる。これを受けて、BIS は 2022 年 12 月 16 日に、中国半導体

メーカー大手の長江存儲科技（YMTC）や主要な人工知能向け半導体メーカー21社をエン

ティティ・リストに追加した14。 

そして、米国は 2023 年 1 月 27 日に、日本、オランダと先端半導体の製造装置の対中輸

出を規制することで合意した15。これを受けて、オランダ（2023 年 3 月 8 日）に続き、日

本も 2023 年 3 月 31 日に米国と足並みをそろえる形で、中国を念頭に、国家安全保障の観

点から、先端半導体の製造装置への輸出規制を強化すると発表した。 

 

５．金融分野への規制強化 

金融の分野では、米国政府は、米国投資家による中国企業への証券投資と中国企業によ

る米国での資金調達に制限を加えてきた16。 

まず、資金運用の面では、トランプ大統領は 2020 年 11 月 12 日に、米国企業・個人に

対して、中国人民解放軍の所有・支配下にある企業 31 社への証券投資を禁じる大統領令

に署名した17。これを受けて、制裁対象となった中国国有通信会社のチャイナ・モバイル、

チャイナ・テレコム、チャイナ・ユニコムは、ニューヨーク市場での上場廃止を余儀なく

された（2021 年 5 月）。 

一方、資金調達の面では、上場中国企業に情報公開を義務付ける「外国企業説明責任法」

が 2020 年 12 月 18 日に成立した。同法は、米国の証券取引所に上場する外国企業に対し

て、外国政府の支配・管理下にないことの立証義務を課すとともに、米国公開会社会計監

督委員会（PCAOB）が監査を実施できない状態が 3 年連続で続いた場合、当該企業の証

券の取引を禁止する18。PCAOB が監査できない企業を「委員会指定企業」として発表し

ており、そのすべては中国（香港を含む）企業となっている。2022 年 8 月 12 日に、この

リストに掲載されている中国人寿保険、中国アルミニウム、中国石油化工（シノペック）、

中国石油天然ガス（ペトロチャイナ）、シノペック上海石化の中国の国有企業 5 社が

ニューヨーク証券取引所（NYSE）における米預託株式を上場廃止する計画を発表した。

こうした事態を受けて米中間で交渉が進められた結果、双方の金融当局は 2022 年 8 月 26
 

14  Bureau of Industry and Security, Department of Commerce, “Additions and Revisions to the Entity List and Conforming 
Removal from the Unverified List,” Federal Register, December 19, 2022. 

15  Cagan Koc and Jenny Leonard, “Biden Wins Deal with Netherlands, Japan on China Chip Export Limit,” Bloomberg, 
January 28, 2023. 

16  米中経済・安全保障調査委員会よると、2023年 1月 9日時点で米国の主要な証券取引所に上場している中国企

業は 252 社、時価総額は計 1 兆 300 億ドルとなっている（U.S-China Economic and Security Review Commission, 
“Chinese Companies Listed on Major U.S. Stock Exchanges,” January 9, 2023）。 

17  Donald J. Trump, “Executive Order on Addressing the Threat from Securities Investments that Finance Communist Chinese 
Military Companies,” Executive Orders, White House, November 12, 2020.その後、この制裁の対象となる中国企業

は 59 社に増えた。Joseph R. Biden Jr., “Executive Order on Addressing the Threat from Securities Investments that 
Finance Certain Companies of the People’s Republic of China,” Presidential Actions, The White House, June 3, 2021. 

18  2022 年 12 月 29 日に「2023 年度包括的歳出法」が成立したことにより、取引禁止に至る猶予期間は 3 年から 2
年に短縮した。 
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日に、検査の実施について協力すると合意した。これにより、中国企業が米市場から締め

出されるリスクがとりあえず回避された19。 

 

６．産業政策の強化 

バイデン政権は、産業政策を重視しており、「インフラ投資・雇用法」、「CHIPSおよ

び科学法」（以下、CHIPS法）、「インフレ抑制法」を成立させて、インフラ投資と産業

支援の予算を増やしている。 
まず、2021 年 11 月 15 日に成立した「インフラ投資・雇用法」には、今後 5 年間の連邦

予算に、従来のベースラインに計 5,500 億ドルを上乗せする施策が盛り込まれた。そのう

ち、輸送部門インフラとして、道路橋梁の整備に 1,100 億ドル、旅客・貨物鉄道の整備に

660 億ドルを支出するほか、全国 50 万ヵ所の EV（電気自動車）充電施設整備などに 150

億ドルを充てる。非輸送部門インフラでは、主には水道インフラ整備に 550 億ドル、ブ

ロードバンド網整備に 650 億ドル、電力グリッド網整備に 650 億ドルを充てる。 

また、2022 年 8 月 9 日に成立した「CHIPS 法」には半導体メーカーを支援する 527 億ド

ルに上る予算と半導体生産分野への投資を促すための税制優遇策に加え、人工知能やロ

ボット工学、量子コンピューティング、その他の先端分野での科学研究を支援する 2,000

億ドルに上る予算が盛り込まれている。半導体メーカーへの補助金の多くは､米国内に半

導体の新工場を建設中の米インテルや台湾積体電路製造（TSMC）､韓国サムスン電子な

どに支給される見通しである。補助金を受け取る企業は、今後の 10 年間にわたって、中

国で最先端半導体を増産しないと約束することが条件となる。 

さらに、2022 年 8 月 16 日に成立した「インフレ抑制法」では、10 年間（2022～2031 年

度）で「エネルギー安全保障と気候変動」の分野で、税控除や補助金などを通じて 3,690

億ドルを投じる予算が用意されている。そのうち、1,603 億ドルが、クリーン電力に対す

る税控除である。 

 

７．同盟国との提携強化 

対中デカップリング政策の一環として、バイデン政権は同盟国との協力強化を図ってい

る。その目玉は、バイデン大統領訪日時の 2022 年 5 月 23 日に立ち上げた新たな経済圏構

想「インド太平洋経済枠組み（IPEF）」である。2022 年 9 月現在、IPEF 参加国は、米国、

日本、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、インド、フィジー、ASEAN7ヵ国（ブ

ルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）の計

14ヵ国である。参加国は、2022年9月に行われた閣僚会合で、①「サプライチェーン」、

 
19  PCAOB は、2022 年 12 月 15 日に、米国に上場している中国企業の監査状況を検査するための全面的なアクセ

スを初めて得たと発表した（Public Company Accounting Oversight Board, “PCAOB Secures Complete Access to 
Inspect, Investigate Chinese Firms for First Time in History,” December 15, 2022）。 
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②「貿易」、③エネルギー安全保障を含む「クリーン経済」、④脱汚職など「公正な経済」

の 4 分野で正式交渉を始めることを決めた。 

 

Ⅲ 持久戦に備える中国 

米国の攻勢に対して、守勢に立たされる中国は、報復措置を取りながら、長期戦に備え

て、経済安全保障の強化を図っている。 

 

１．貿易規制の強化 

貿易の面では、中国は、対米貿易摩擦が激化する中で、米国からの輸入を対象とする追

加関税を実施することに加え、「信頼できないエンティティ・リスト」制度を導入し、

「輸出管理法」を制定した。 

まず、米国がトランプ政権の下で中国からの輸入を対象に実施した一連の追加関税に対

して、中国は対抗措置として米国からの輸入を対象に相応の追加関税を実施した。2023

年 4 月現在、その範囲は対米輸入の 58.3％に及んでおり、これを反映して、対米輸入の平

均関税率は、追加関税が導入する前の 7.2％から 2023 年 4 月に 21.1％に上昇している（図

表 2）。 

図表 2 中国の対米輸入に適用する関税率の推移 

－対米国以外の国・地域との比較－ 

 
（出所） Chad P. Bown, “US-China Trade War Tariffs: An Up-to-Date Chart,” 

Peterson Institute for International Economics, April 6, 2023 より野村資
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次に、2020 年 9 月 19 日に、中国の主権、安全、発展の利益に危害を及ぼし、または中

国企業との取引を「正常な市場取引の原則」に反して中断した外国企業などを対象に、中

国への輸出入活動の禁止や、投資行為の制限などの制裁的措置を行うための「信頼できな

いエンティティ・リスト」制度が公布・実施された20。 

そして、2020 年 12 月 1 日に施行された「輸出管理法」は、国の安全と利益の擁護、拡

散防止などの国際義務の履行に関わるモノ、技術、サービス、データなどの輸出管理を強

化している。中国では、デュアルユース品目、軍用品、核などに関する輸出管理規制が存

在していたが、安全保障貿易管理の観点から輸出を包括的、全体的に管理規制する基本法

として、「輸出管理法」が制定されたのである。 

 

２．対内直接投資への規制強化 

「外商投資法」（2020年 1月 1日施行）では、政府は外国資本による国家の安全に悪影

響を与える恐れがある投資に対して審査を行うと明記されている。審査の細則を提示した

「外商投資安全審査弁法」（2021 年 1 月 18 日施行）は、外国資本による①軍需産業、軍

需付帯産業等の国防安全にかかわる分野への投資、並びに軍事施設及び軍需施設周辺地域

における投資、② 国家安全にかかわる重要農産物、重要エネルギーおよび資源、重要設

備製造、重要インフラ、重要輸送サービス、重要文化製品・サービス、重要情報技術及び

インターネット製品・サービス、重要金融サービス、基幹技術並びにその他の重要分野へ

の投資であり、かつ投資先企業の実質的支配権を取得するものが、事前審査の対象となる

としている。 

 

３．サイバーセキュリティとデータセキュリティの強化 

中国はサイバーセキュリティとデータセキュリティの確保を経済安全保障政策の重要な

一環として位置付けており、関連法律の整備などの対策を進めている。 

まず、2017年 6月 1日に施行された「サイバーセキュリティ法」は、中国国内における

ネットワーク運営者、インターネット製品及びサービスの提供者、重要情報インフラ施設

運営者に対して、セキュリティ管理体制を整備し、重要インフラ・重要データのセキュリ

ティ保護に取り組むことを求めている。特に、重要情報インフラ運営者は、中国国内で収

集、または発生した個人情報及び重要データを中国国内に保存することが義務付けられ、

海外に移転する場合には、安全評価を受けなければならない。当局は、セキュリティに関

する監督・検査を行い、不適切な場合、改善指示・処分を行うことができるとしている。 
 

20  「信頼できないエンティティ・リスト」制度の初運用として、中国商務部は、2023 年 2 月 16 日に、台湾への

度重なるミサイルや戦闘機などの攻撃兵器売却によって、中国の安全と主権・領土の完全性を損なったこと

を理由に、米国のロッキード・マーティンとレイセオン・ミサイルズ・アンド・ディフェンスの 2社を同リス

トに掲載すると発表した。両社に対しては、①中国と関係する輸出入活動を禁じる、②中国国内での新たな

投資を禁じる、③高級管理職の入境を禁じる、④高級管理職の中国での就業許可、滞在・居留資格を取り消

し、許可しない、⑤台湾と新規契約した武器売却金額の 2 倍の罰金を科すという 5 つの措置を取る。 
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「サイバーセキュリティ法」を根拠に、当局は 2023 年 3 月 31 日に、米半導体大手マイ

クロン・テクノロジーが中国で販売している製品のサイバーセキュリティについて調査す

ると発表した21。これは、マイクロン・テクノロジーの中国における競争相手である長江

存儲科技（YMTC）が米国のエンティティ・リストに掲載されたことに対する報復措置と

見られている。 

また、2021年 9月 1日に施行されたデータセキュリティ法は、政府が、①データセキュ

リティ審査制度を確立し、国の安全に影響する、またはその恐れのあるデータ取扱活動に

対して国家安全審査を行う、②国家安全と利益の維持、国際義務の履行に関わる規制品目

に該当するデータに対しては、法に基づき輸出規制を実施する、③他国・地域がデータ及

びデータの開発・利用技術などに関わる投資、貿易などにおいて、中国に対し差別的な禁

止、制限またはその他の類似の措置を講じた場合には、当該国・地域に対し、同等の措置

を講じることができる、と規定している。 

さらに、2014 年に成立した「反スパイ法」が 2023 年 4 月 26 日に改正された（同 7 月 1

日に施行）。改正法ではスパイ行為の定義に政府機関や情報インフラに対するサイバー攻

撃が加わるほか、国家安全保障に関するあらゆる文書やデータ、資料、記事を含む国家機

密の所持が禁止される。この改正を受けて、中国では、外国人がスパイ容疑で当局に拘束

されるケースが増えている。 

そして、企業の登録情報や特許、調達文書、学術誌、さらには公式統計年鑑などに対す

る海外からのアクセスを制限、もしくは全面的に遮断していると伝えられている22。 

 

４．制裁に対応するための法整備 

中国では、米国をはじめとする外国による制裁に対応するための法整備を進めている。

まず、2021 年 1 月 9 日に施行された「外国の法律及び措置の不当な域外適用阻止弁法」

は、国家主権・安全・発展の利益などを守るために、外国の法令などが不適切に域外適用

されている場合、政府がその影響を阻止するための措置を取ることができるとしている。

また、2021 年 6 月 10 日に施行された「反外国制裁法」は、中国公民・組織に対して差別

的な制限措置を取り、中国の内政に干渉した場合、相応の対抗措置を取る権利を規定して

いる。「反外国制裁法」が外向きの措置であり、他国または国際機関からの制裁措置に対

応することを目的としているのに対して、「外国の法律及び措置の不当な域外適用阻止弁

法」は、内向きの措置であり、外国法律や措置が国内で不適切に適用されるのを防止する

ことを目的としている。 

  

 
21  サイバーセキュリティ審査弁公室「マイクロン・テクノロジーの中国での販売製品に対するサイバーセキュ

リティ審査に関する公告」2023 年 3 月 31 日。 
22  Lingling Wei, Yoko Kubota and Dan Strumpf, “China Locks Information on the Country Inside a Black Box,” The Wall 

Street Journal, May 1, 2023. 
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５．輸出市場の分散化と「一帯一路」構想の推進 

中国は、「一帯一路」構想の推進と地域的な包括的経済連携（RCEP）協定への加盟を

通じて、米国をはじめとする先進国市場への依存度を減らし、輸出市場の分散化を図って

いる。 

「一帯一路」は、中国主導で進められている、アジア、ヨーロッパ、アフリカ大陸にま

たがる経済圏構想である。対象地域におけるインフラ整備を資金面から支援するため、シ

ルクロード基金やアジアインフラ投資銀行（AIIB）などが設立された。「一帯一路」構

想は、かつて、西欧諸国の第二次世界大戦後の復興に大きく貢献をする一方で米国企業に

は巨大な海外市場を提供したマーシャル・プランを想起させるもので、「中国版マーシャ

ル・プラン」として、中国と対象国とのウィンウィン関係の発展につながると期待されて

いる。 

また、RCEP は、中国に加え、日本、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、

ASEAN10 ヵ国の間に結ばれた経済連携協定である。加盟国は、世界の GDP、貿易総額及

び人口の約 3 割を占めている。加盟国の間で、貿易に適用される大部分の関税が撤廃され、

投資規制が緩和されたことで、中国企業にとって、市場へのアクセスだけでなく、国境を

越えた生産ネットワークの構築も容易になる。 

 

６．産業政策と「双循環戦略」の推進 

米国との競争において優位に立つために、中国は、「軍民融合」、「中国製造 2025」、

といった産業政策と「双循環戦略」に積極的に取り組んでいる。 

まず、中国は以前から「軍民融合」を進めていたが、習近平政権になってから、国家戦

略として位置付けるようになった。その狙いは、民間資源の軍事利用や、軍事技術の民間

転用などを推進することである。 

また、「製造強国」を目指すべく、中国政府は 2015 年 5 月 19 日に、製造業の発展の中

長期ビジョンを示した「中国製造 2025」計画を発表した23。その中には、製造業のイノ

ベーション能力の向上や情報化と工業化の高度な融合の推進をはじめとする九つの戦略任

務と、次世代情報技術、高度なデジタル制御の工作機械とロボット、航空・宇宙設備など

からなる十の重点分野が盛り込まれている。 

さらに、中国は、第 14 次五ヵ年計画（2021-2025 年）の柱として、大国としての優位性

を生かして、「国内循環を主体とし、国内と国際の二つの循環が相互に促進する」という

「双循環戦略」を進めている。「双循環戦略」の本質は、対外開放を堅持しながらも、需

要と供給の両面において、国際循環への依存度を減らし、国内循環を強化することである。

その実現に向けては、消費を中心とする内需拡大に加え、イノベーションを通じた生産性

の向上と産業の高度化を目指す供給側改革が必要である。サプライチェーンにおける各工

 
23  中国国務院「中国製造 2025」2015 年 5 月 19 日。 
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程の付加価値を表すスマイルカーブに沿って言えば、国際循環から国内循環への転換は、

主に川上における技術・部品・中間財の調達先と川下における商品の販売先を海外から国

内にシフトすることによって実現される。 

 

Ⅳ 米中から日中に拡大するデカップリング 

米中経済のデカップリングは、サプライチェーンの分断や、国際貿易と投資の鈍化など

を通じて、世界経済に大きな影を落としており、特に米中とも深い経済関係を持っている

日本に及ぼす影響が大きい。日本が米国に同調して中国けん制に積極的に乗り出したため、

日中デカップリングの兆候も現れ始めている。 

 

１．顕著になった米中デカップリング 

米中デカップリングの傾向は、特に貿易と直接投資において、鮮明になってきた。 

まず、米国にとって、中国は 2015年から 2018年までの 4 年間にわたって最大の貿易相手

国だったが、2023年1-5月にはメキシコとカナダに次ぐ第三位に落ち込んでいる（図表3）。

米国の輸出入に占める中国のシェアもピークだった 2017 年の 16.3％から 2023 年 1-5 月に

は 11.0％に低下している。米国市場において、中国からの輸入の一部は、ベトナムや台湾、

インド、韓国など、中国と競合している国・地域からの輸入に代替されている。多くの多

国籍企業は、中国のみを対象とする関税などの貿易障壁を避けるために、生産拠点を他の

国に移している。 

貿易に加え、米中間の直接投資も低迷している（図表 4）。特に、トランプ政権が導入

した米国による対内直接投資への規制強化を受けて、中国の対米直接投資は、ハイテク企

図表 3 米国の上位貿易相手国 
－輸出入の合計に占める国別のシェアの推移－ 

 
（注） *2023 年は 1-5 月のみ 
（出所）U.S. Census Bureau より野村資本市場研究所作成 
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業を対象とする M&A を中心に、大幅に減少している。後発国の中国にとって、安いコス

トで海外から技術を導入することは、これまでの高成長をもたらした要因の一つであり、

その最も重要なルートは対内と対外直接投資であった。「先進国にならないうちに、後発

の優位性を失ってしまう」ことは、中長期の成長の大きな制約となる。 

むろん、米中デカップリングは、中国だけでなく、米国にも大きなダメージを与える。

中国はグローバル・サプライチェーンの要であり、米中間貿易と米国企業の中国における

生産の中には、最終消費財に加え、多くの中間財・部品が含まれている。米中デカップリ

ングが進めば、多くの米国企業が中国からの撤退を余儀なくされ、また、投資先と輸入先

を中国よりコストの高い国々に切り替えていかざるを得ない。その結果、米国は中国市場

を失うだけでなく、輸入物価が上昇し、自国産業の競争力が低下してしまう。さらに、金

融部門では、多くの中国企業が米国の株式市場から撤退するなど、資本市場にとっても痛

手となろう。 

 

２．米中に挟まれた日本 

米中対立を背景に新たに導入された米国と中国の規制や措置は、日本企業に次のような

影響を与えている。 

まず、日本は、米中両国が各々主導するルールの下で板挟みになっている。米国政府が

中国に対し制裁措置を取れば、日本政府は追随せざるを得ない場合がある。しかし、米国

の対中制裁に協力する日本企業は中国による制裁の対象になる可能性がある。半導体産業

のように、一部の日本企業は「米国か、中国か」という二者択一を迫られている。 

また、米国政府が中国から輸入する製品を対象とする最大 25％の追加関税は、日本企

業が中国で生産したものにも適用される。このことは、日本企業にとって、対米輸出基地

としての中国の優位性が失われることを意味する。その一方で、中国政府が米国からの輸

入を対象とする追加関税は、日本企業が米国で作った製品にも適用される。 

図表 4 米中間の直接投資の推移 

a）中国→米国 b）米国→中国 

  
（出所）Rhodium Group, The US-China Investment Hub 
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さらに、米国の輸出規制は、米国製品を輸入し部品などとして組み込んだ製品を「再

輸出」する第三国の製品にも適用される場合がある。その一例として、エンティティ・

リストに掲載されたファーウェイ向けの米国からの直接輸出はもとより、米国製の部品な

どを組み込んだ多くの日本製品のファーウェイ向け輸出も、米国の輸出規制の対象となっ

ている。 

そして、米国が問題にしている中国企業の製品、部品、ソフトウエアを使用している

日本企業は、米国政府や米国企業との取引ができなくなる場合がある。例えば、米国の

「ウイグル強制労働防止法」の実施により、新疆で作った製品はもとより、新疆産の原材

料を使った日本製品も米国の輸入禁止の対象となる。この場合、特に新疆産の綿に大きく

依存しているアパレル業界への影響が大きい。日本企業は、規制を回避するために、原材

料の調達先を他の地域にシフトしなければならないが、それに伴うコストの上昇が避けら

れない。 

日本企業は、米中対立の影響だけでなく、日本政府が進めている経済安全保障への取り

組みの影響も受けている。 

2022 年 5 月 11 日に、①重要物資の安定的な供給の確保、②基幹インフラ役務の安定的

な提供の確保、③先端的な重要技術の開発支援、④特許出願の非公開という四本の柱から

なる「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」（以下

「経済安全保障推進法」）が成立した（図表 5）。「経済安全保障推進法」は、中国を名

指ししていないが、制定の経緯と内容から判断して、その矛先が中国に向かっていること

が明らかである。現に、「基幹インフラ役務の安定的な提供の確保」に応じるために、金

融機関のシステム関連や個人情報を扱う業務について、中国からの撤退や日本国内への移

図表 5 日本の「経済安全保障推進法」を構成する四本の柱 

 
（注） 2022 年 12 月 20 日に、政府は「経済安全保障推進法」の「特定重要物資」に関し、半導

体、蓄電池、永久磁石、重要鉱物、工作機械・産業用ロボット、航空機部品、クラウド

プログラム、天然ガス、船舶の部品、抗菌性物質製剤（抗菌薬）、肥料の 11 分野の指定

を閣議決定した。対象分野について国内での生産体制を強化し備蓄も拡充する。 
（出所）「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」（令和四

年法律第四十三号）より野村資本市場研究所作成 

①重要物資の安定的な供給
の確保

国民の生存や、国民生活・経済活動に甚大な影響のある物資の安定供給の
確保を図るため、特定重要物資の指定、民間事業者の計画の認定・支援措
置、特別の対策としての政府による取組などを実施する。

②基幹インフラ役務の安定
的な提供の確保

国内の基幹インフラの重要設備（電気・ガス・石油備蓄・水道・鉄道・自動車
貨物運送・海上運送・航空運送・空港運営・通信・放送・郵便・金融・クレジッ
トカード)が外部から行われる役務の安定的な提供を妨害する行為の手段とし
て使用されることを防止するため、重要設備の導入・維持管理などの委託の
事前審査、勧告・命令などを実施する。

③先端的な重要技術の開発
支援

先端的な重要技術（宇宙・海洋・量子・AI・バイオなど）の研究開発の促進と
その成果の適切な活用のため、国は情報の提供、資金の確保、人材の養成
などの措置を講じる。

④特許出願の非公開
安全保障上機微な発明の特許出願につき、公開や流出を防止するとともに、
安全保障を損なわずに特許法上の権利を得られるようにするため、特許出願
の非公開化や、外国出願制限を可能とする。
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管を検討する動きが広がっている24。 

次に、サプライチェーン強化に向けて、日本政府は「海外サプライチェーン多元化等支

援事業」の推進と「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金」の実施を

通じて、生産拠点を経済安全保障リスクが高いと見られる中国から ASEAN や日本国内に

移転することを奨励する。また、台湾積体電路製造（TSMC）は、ソニーグループとデン

ソーと共同で熊本県に半導体工場を建設し、総投資額約 1.1 兆円のうち、日本政府が最大

4,760 億円の補助金を出す25。新設される工場は、規模が大きいゆえに、周辺地域におけ

る雇用創出と半導体クラスターの形成に大きい期待が寄せられている。その上、中国への

依存度を減らそうとするサプライチェーンの川上と川下の日本企業にとって、有力な代替

的取引先となろう。 

そして、輸出管理の強化の一環として、政府は 2023 年 5 月 23 日、先端半導体の製造装

置など 23 品目を輸出管理の規制対象に追加した（同 7 月 23 日に実施）26。これらの輸出

は、米国をはじめとする一部の友好国向けを除いて個別許可が必要になり、それに含まれ

ていない中国への輸出が事実上難しくなる。これらの分野における中国の需要が大きく、

それに代わる新しい市場の開拓は容易ではない。 

最後に、重要産業に対する外国資本の投資制限を強化するため、2020年 5月 8日より改

正された「外国為替及び外国貿易法」（以下、外為法）が施行された。改正前の「外為法」

では、海外投資家が日本の「国の安全」「公の秩序」「公衆の安全」「経済の円滑運営」

にかかわる「指定業種」の企業の株式を 10％以上取得するためには、事前に申告し、関

連分野の審査を受ける必要があったが、改正後、この基準値は 1％まで下がった27。「指

定業種」の中でも、特に重点審査の対象となる「コア業種」（武器、航空機、宇宙関連、

原子力関連、軍事転用可能な汎用品、サイバーセキュリティ関連、電力業、ガス業、通信

業、上水道業、鉄道業、石油業）が示されている。2020 年に感染症関連の医薬品や医療

機器、2021 年にレアアースなどの重要鉱物資源に係る業種も加えられた。改正された

「外為法」の施行に合わせて、政府は、海外投資家からの出資を受ける際に、事前の届出

が必要となる企業のリストを公表した。その最新版（2021 年 11 月 2 日発表）では、日本

の 3,849 社の上場企業の内、801 社はコア業種、1,161 社はコア業種以外の指定業種に分類

されている28。中国資本による日本企業の M&A は、元々少ないが、改正された「外為法」

の実施により、一層困難になった。 

日米中が進めている一連の経済安全保障の強化策に対応するために、日本企業は、情報

収集、サプライチェーン上のリスク点検、社内の情報管理などに力を入れて、コンプライ

アンスとリスク管理体制を強化しなければならない。しかし、サプライチェーンが国境を

 
24  外薗祐理子「経済安保推進法の成立でひそかに検討進む脱・中国オフショア、金融機関が先行」『日経クロ

ステック』2022 年 6 月 20 日。 
25  経済産業省「萩生田経済産業大臣の閣議後記者会見の概要」2022 年 6 月 17 日。 
26  経済産業省「『輸出貿易管理令別表第一及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令の一

部を改正する省令』等の改正について」2023 年 5 月 23 日。 
27  財務省「外国為替及び外国貿易法の関連政省令・告⽰改正について」2020 年 4 月 24 日。 
28  財務省「本邦上場会社の外為法における対内直接投資等事前届出該当性リスト」2021 年 11 月 2 日。 
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越えて複雑に絡み合っていることに加え、取引制限の対象となる財・サービスと取引先の

範囲も頻繁に変更されるため、こうした対策に、人材や資金など、膨大な資源を投じなけ

ればならない。 
また、多くの日本企業は、調達先の多元化・切り替え、国内生産能力の拡充、海外生産

体制の見直し、輸出先と取引先の見直し、研究開発体制の見直しなど、サプライチェーン

の再構築を進めている。これを反映して、中国からの事業の撤退や、米国と中国の事業の

切り離しを進める動きが活発化している。帝国データバンクの調査によると、中国に進出

している日本企業の数は、主に事業の撤退を反映して、2022 年 6 月には 2020 年の調査時

点より 940社少ない 12,706社となった29。また、国際協力銀行が 2022年に行ったアンケー

ト調査によると、米中摩擦を背景に米国向け事業と中国向け事業を切り分けることについ

て、調査対象となる日本企業（製造業）のうち、19％はすでに完了しており、6％はその

方向で動いている。中国事業・米国事業をそれぞれ強化すると答える企業の割合は 54％
に達しているが、「どちらかと言うと中国事業を強化する」と答える割合（11％）は、

「どちらかと言うと米国事業を強化する」と答える割合（23％）を大きく下回っている30。 
このように、今後は米中デカップリングだけでなく、日中デカップリングも進むと予想

される31。その兆候として、日本の貿易と対外直接投資に占める中国のシェアが、2021 年

に続き，2022 年にも低下した（図表 6）。日本にとって中国が最大の貿易相手国であるた

め、日中デカップリングは、輸出市場の縮小と輸入価格の上昇などを通じて、日本経済に

大きな打撃を与えかねない。 

図表 6 日本の輸出入と対外直接投資に占める中国のシェアの推移 

 
（出所）輸出入は財務省「貿易統計」、直接投資は財務省「国際

収支状況」より野村資本市場研究所作成 

 
29  帝国データバンク「中国進出の日本企業、コロナ前から減少 ロックダウンの上海は 200 社超が撤退」『日本

企業の「中国進出」動向調査（2022 年）』2022 年 7 月 22 日。 
30  国際協力銀行「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告－2022 年度海外直接投資アンケート結果

（第 34 回）－」2022 年 12 月 16 日。 
31  2023 年 4 月に発表された国際通貨基金（IMF）の年次「世界経済見通し」は、直接投資の流れが地政学的な立

場を同じくする国の間にますます集中するようになっており、この傾向は特に半導体などの戦略的部門にお
いて顕著であると指摘している。その上、世界経済が米国と中国を中心とする二つのブロックに分裂する方
向に向かっており、成長鈍化など、それに伴うコストが極めて高いと警告している（International Monetary 
Fund, “Geoeconomic Fragmentation and Foreign Direct Investment,” Chapter 4, World Economic Outlook, April 2023）。 
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